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①利用者ニーズに即応した情報通信サービスの実
現（低廉、広帯域、常時接続等）
②利用者利益、競争の確保を目的とした法整備
③事業者の創意工夫が発揮される枠組み

ＩＴ革命の成果を享受できる環境整備

電気通信分野における競争の
促進に向けた法整備が急務

１．実効的な競争促進策の
早急な検討
・競争促進のための重要事項
をﾜﾝｾｯﾄで検討し､早急に結論
・次期通常国会会期中に必要
な立法措置

２．競争促進法の整備
・事業規制法から競争促
進法への移行
・市場支配力に着目した
規制、競争の進展に応じ
て規制を緩和（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ
規制の導入）

３．中立的な立場から
の競争状況の監視
・請願（ﾍﾟﾃｨｼｮﾝ）制

度、ＡＤＲ等の整備
・将来的には、独立規制
機関において競争確保

４．ＮＴＴ法の見直し
・国が直接経営に介入
する規制の廃止(役員認
可、新株発行認可等）
・公正競争の確保に必

要な事項を新しい競争
促進法に吸収

５．議論の透明性確保
・あらゆる審議会等の公
開、詳細な議事録の公表
・答申等の原案でのﾊﾟﾌﾞ
ﾘｯｸｺﾒﾝﾄ方式の実施


